第３章　諸手当関係（扶養手当）

第３章　諸手当関係（扶養手当）


○別居している場合の扶養親族及び共同扶養の場合の「主たる扶養者」の取扱いについて
　　　　　　　　　　　　　（平成31年3月11日付け30教職第661号　職員課長通知）

　このことについて「扶養手当の支給に関する運用基準（昭和34年2月9日付34教財第37号教育長通知）」の第２の２の別居している場合及び第２の４の共同扶養の場合の「主たる扶養者」の取扱いについては、「別居している場合の扶養親族及び共同扶養の場合の「主たる扶養者」の取扱いについて（昭和59年6月29日付59教総総務課長通知）」によることとしていましたが、当該通知を廃止し、下記のとおり取扱いを改めますのでお知らせいたします。

　なお、各教育事務所長にあっては域内市町村立学校長に周知願います。

記

１　別居している場合の扶養親族の取扱いについて

扶養親族として認定を受けようとする親族で、職員と別居している者（以下、「別居者」という。）の認定については、職員の仕送り等によって生計を維持しているという扶養の実態から判断するものであるが、その判断については次により行うこと。

(1)　扶養の実態を判断するに当たっては、次の点を確認すること。

①　別居者及び別居者と同居している者の所得状況

②　職員及び職員以外の者の別居者に対する仕送り等の状況

③　職員及び職員以外の者の別居者に対する扶養の状況

④  職員以外の扶養義務者の別居者に係る扶養手当（民間事業所等のこれに相当する手当を含む）の受給状況

(2)　認定の判断基準は、職員の仕送り額が別居者の全収入（その者の収入のほか、職員等からの仕送りや別居者と生計を一にしている者の収入も含む）の1/3以上の額であり、かつ、ほかに仕送りを行っている者がいる場合は、それらの者の仕送り額のいずれの額も上回る額であること。

２　共同扶養の場合の「主たる扶養者」の取扱いについて

　　　同一人を共同で扶養している場合の「主たる扶養者」の判断は、収入、生計、扶養の実態等を勘案して判断することとなるが、次による場合は職員を「主たる扶養者」とすることができる。

　　(1)　子を認定する場合（配偶者との共同扶養）

　　　 　職員が子と生計及び居住が同一であれば、届出をした職員を「主たる扶養者」と推定するものとする。

　　　 　よって、職員が給与条例等適用職員である配偶者と複数の子を扶養している場合は、分割して扶養親族とすることができる。

また、職員の配偶者が民間企業勤務者等である場合において、配偶者の扶養手当又はそれに相当する手当の支給対象となっている子を配偶者側で支給対象外とした上で、職員が届出することにより職員の扶養親族とすることができる。

(2)　子以外の者を認定する場合

職員が扶養親族として認定を受けようとする親族（以下本項において「扶養親族」という。）と同居している場合は、主たる生計維持者が職員であることを扶養の実態上から判断するものとする。

この場合において、職員の所得は、扶養親族の配偶者の所得より多くなければならない。

また、一般に夫婦は、相互扶助の義務があると考えられ、扶養親族とその配偶者の所得の合計額が、認定基準となる所得限度額の２倍を超える場合には、同居・別居を問わず職員を「主たる扶養者」とは認められないものであること。

　３　適用年月日

本通知については、平成３１年４月１日から適用する。

　４　その他

　　　別居している場合の扶養親族の取扱いについて、従前の基準において扶養親族として認定していたが、本通知の基準では扶養親族として認定できない事例が確認された場合は、当該事例について職員課長に協議すること。
○共同して子を扶養している場合等の扶養親族の認定について
　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　（平成5年9月21日　5教総号外　教育庁総務課長）

このことについては、「扶養手当の支給に関する運用基準」(昭和34年2月9日付け34教財第37号教育長通知)(以下「運用基準」という。)及び「別居している場合の扶養親族及び共同扶養の場合の『主たる扶養者』の取扱いについて」（昭和49年6月29日付け59教総総務課長通知）を受け、「夫婦共同で子を扶養している場合の扶養親族の認定について」（平成3年8月23日付け3教総号外総務課長通知）により取り扱うこととしております。

　その後、運用基準の一部改正等があり、その通知内容について変更を要する部分がありますので、新たに別記「共同して子を扶養している場合等の扶養親族の認定について」を定め、平成5年10月1日より適用することとし、先に通知した「夫婦共同で子を扶養している場合の扶養親族の認定について」（平成3年8月23日付け3教総号外総務課長通知）は、平成5年9月30日をもって廃止することとしました。

　つきましては、職員と給与条例等適用職員である配偶者の間で子を分割して扶養する場合等の扶養親族の認定については内容を十分理解の上、適切に取り扱われるよう願います。

　また、教育事務所長にあっては、管内市町村学校に対して指導願います。

別記

共同して子を扶養している場合等の扶養親族の認定について

職員と給与条例等適用職員である配偶者（以下「配偶者」という。）が共同して扶養している場合等における扶養親族の認定については、「扶養手当の支給に関する運用基準」（昭和34年2月9日付け34教財第37号教育長通知）（以下「運用基準」という。）に定めるもののほか、次により行うものとする。

１　子を分割して扶養親族として認定する場合

職員が配偶者と「子を分割して扶養親族とする」ためには、運用基準第2第4項ただし書により、職員と配偶者が「共同して子を扶養している」ことが必要であり、次に掲げる事由等による場合について、その子を扶養親族とすることができる。

（1）運用基準第2の4の（1）該当

複数の子を扶養している場合において、配偶者と同居している職員が職員と同居している子を扶養親族とする場合（別紙例1）

（2）運用基準第2の4の（1）ただし書該当

複数の子を扶養している場合において、配偶者と別居している職員が扶養替えにより同居している子を扶養親族とする場合

ただし、同居している子全員を扶養親族とする場合に限る。（別紙例2）

（3）運用基準第2の4の（2）該当

異動等に伴い扶養親族であった子と別居した職員が、引き続きその子（異動等の前に職員の扶養親族であった子すべての子に限る。）を扶養親族とする場合（別紙例3）

２　配偶者が育児休業をしている期間における子の扶養親族認定

配偶者が育児休業をしている（無給）期間中において、配偶者の扶養親族であった子を扶養替えすることにより、その子を職員の扶養親族とすることができる。（別紙例4）

なお、配偶者の育児休業により、それまで配偶者の扶養親族であった子を扶養替え（配偶者が扶養することができないという事由）により職員の扶養親族の認定を行う場合は、他の扶養替えの場合の例と同様に、必ず配偶者側の減認定の確認を行ってから職員の扶養親族としての認定を行うこと。

また、配偶者が育児休業から復帰した場合の扶養替えによる扶養親族の認定についても同様とする。

３　配偶者と別居している期間における子の出生による扶養親族認定

配偶者と別居している職員は、子の出生により同居することとなったその子を扶養親族とすることができる。（別紙例5）

４　その他

いったん、扶養替えにより子を分割して扶養しているそれらの扶養親族については、前記2による場合を除き、それらの子の満年齢又は就職及び子以外の扶養親族の異動等により、再度それらの子について扶養替えを行うべき正当な事由が生じた場合のみ、その扶養替えが認められるものである。（別紙例6）
別紙

（注）以下の図において、　　は扶養手当上、職員の扶養親族であることを示し、


　　　　　　　　　　　　　　　は扶養手当上、配偶者の扶養親族であることを示す。

　　　また、　　　　は同居の範囲を示し、職員は「職」と、配偶者は「配」とする。
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※配偶者の育児休業からの復帰後は、職員、配偶者ともに原則として当該育児休業の開始前の状態とすること。

例5－1　[職員と配偶者が別居の場合における出生した子に伴う分割扶養]



例5－2　[職員と配偶者が別居の場合における出生した子に伴う分割扶養]






例5－3　[職員と配偶者が別居の場合における出生した子に伴う分割扶養]






例6－1　[子の再度の扶養替－満年齢、就職等の場合]







例6－2　[子の再度の扶養替－他の扶養親族の異動等]







○　扶養手当の支給額変遷

( 単位：円)

	適用
年月日
	配偶者
	第1子
	第2子
	母子家庭

第1子
	その他
の者
	16歳年度初めから22歳年度末までの子

	S46.5.1
	2,200
	600
	600
	1,400
	400
	

	S47.4.1
	2,400
	800
	800
	1,600
	400
	

	S48.4.1
	3,500
	1,000
	1,000
	2,500
	400
	

	S49.4.1
	配偶者
	配偶者以外の2人まで
	扶養親族でない配偶者がある場合の1人目
	配偶者がない職員の扶養親族のうち１人目
	その他の者
	

	
	5,000
	1,500
	
	3,500
	400
	

	S50.4.1
	6,000
	2,000
	
	4,000
	400
	

	S51.4.1
	7,000
	2,200
	
	4,500
	1,000
	

	S52.4.1
	8,000
	2,300
	
	5,000
	1,000
	

	S53.4.1
	9,000
	2,700
	
	5,500
	1,000
	

	S54.4.1
	10,000
	3,000
	
	6,500
	1,000
	

	S55.4.1
	11,000
	3,500
	
	7,500
	1,000
	

	S56.4.1
	12,000
	3,500
	
	8,000
	1,000
	

	S58.4.1
	12,300
	3,800
	
	8,300
	1,000
	

	S59.4.1
	13,200
	4,200
	
	8,900
	1,000
	

	S60.7.1
	14,000
	4,500
	
	9,500
	1,000
	

	S61.4.1
	15,000
	4,500
	
	10,000
	1,000
	

	S63.4.1
	16,000
	4,500
	
	10,500
	1,000
	

	H3.4.1
	16,000
	5,500
	
	11,000
	1,000
	

	H5.4.1
	16,000
	5,500
	
	11,000
	2,000
	加算1,000

	H6.4.1
	16,000
	5,500
	
	11,000
	2,000
	〃　2,000

	H7.4.1
	16,000
	5,500
	
	11,000
	2,000
	〃　2,500

	H8.4.1
	16,000
	5,500
	
	11,000
	2,000
	〃　3,000

	H9.4.1
	16,000
	5,500
	6,500
	11,000
	2,000
	〃　4,000

	H10.4.1
	16,000
	5,500
	6,500
	11,000
	2,000
	〃　5,000

	H12.4.1
	16,000
	6,000
	6,500
	11,000
	3,000
	〃　5,000

	H15.1 .1
	14,000
	6,000
	6,500
	11,000
	5,000
	〃　5,000

	H15.12.1
	13,500
	6,000
	6,500
	11,000
	5,000
	〃　5,000

	H17.12.1
	13,000
	6,000
	6,500
	11,000
	5,000
	〃　5,000

	
	
	配偶者以外
	
	
	
	

	H19.4.1
	13,000
	6,000
	6,500
	11,000
	
	〃　5,000

	H19.4.1
	13,000
	6,500
	
	11,000
	
	〃　5,000

	H29.4.1
	配偶者
	子
	職員に配偶者がない場合、そのうち１人目の子
	父母等
	職員に配偶者及び扶養親族たる子がない場合、そのうち１人目の父母等
	16歳年度初めから22歳年度末までの子の加算額

	
	10,000
	8,000
	10,000
	6,500
	9,000
	5,000

	H30.4.1
	6,500
	10,000
	
	6,500
	
	5,000

	適用
年月日
	配偶者
	子
	職員に配偶者がない場合、そのうち１人目の子
	父母等
	職員に配偶者及び扶養親族たる子がない場合、そのうち１人目の父母等
	16歳年度初めから22歳年度末までの子の加算額

	H31.4.1
	行政職給料表7級以下相当
	10,000
	
	行政職給料表7級以下相当
	
	5,000

	
	6,500
	
	
	6,500
	
	

	
	行政職給料表8級以上
	
	
	行政職給料表8級以上
	
	

	
	3,500
	
	
	3,500
	
	

	R2.4.1
	行政職給料表7級以下相当
	10,000
	
	行政職給料表7級以下相当
	
	5,000

	
	6,500
	
	
	6,500
	
	

	
	行政職給料表8級
	
	
	行政職給料表8級
	
	

	
	3,500
	
	
	3,500
	
	

	
	行政職給料表9級以上
	
	
	行政職給料表9級以上
	
	

	
	支給しない
	
	
	支給しない
	
	


○　扶養親族認定上の所得制限額の変遷

(単位：円)

	適用年月日
	所得限度額

	S44.12.23
	年額　　147,000　　(月額　12,250)

	S45.12.23
	年額　　177,000   　(月額　14,750)

	S46.12.24
	年額　　208,000   　(月額　17,333)

	S47.12.25
	年額　　243,000   　(月額　20,250)

	S48.10.19
	年額　　300,000   　(月額　25,000)

	S49.12.26
	年額　　520,000   　(月額　43,300)

	S51.1.6
	年額　　580,000   　(月額　48,300)

	S51.12.24
	年額　　650,000   　(月額　54,100)

	S52.12.23
	年額　　690,000     (月額　57,500)

	S53.12.23
	年額　　700,000   　(月額　58,300)

	S56.5.1
	年額　　800,000   　(月額　66,600)

	S59.9.1
	年額　　900,000   　(月額　75,000)

	H元.9.1
	年額　　1,000,000   　(月額　83,333)

	H2.9.1
	年額　　1,100,000   　(月額　91,666)

	H4.1.1
	年額　　1,200,000   　(月額　100,000)

	H5.4.1
	年額　　1,300,000   　(月額　108,333)


例1　[職員と配偶者が同居の場合における扶養替]
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例2－1　[職員と配偶者が別居の場合における扶養替]





例2－3　[職員と配偶者が別居の場合における扶養替]
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例2－2　[職員と配偶者が別居の場合における扶養替]
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例3－1　[異動により職員が子と別居の場合における分割扶養]
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例3－2　[異動により職員が子と別居の場合における分割扶養]





例3－3　[異動により職員が子と別居の場合における分割扶養]
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扶養替えによる職員側の増認定、配偶者側の減認定ともに不可





例4－1　[配偶者の育児休業中の扶養替－職員と配偶者が同居の場合]





（育児休業中）





（育児休業前）





認定可





長男





長女





職





配





長男





長女





職





配





例4－2　[配偶者の育児休業中の扶養替え-職員と配偶者が別居の場合]
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（同居が原則）
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（同居が原則）
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（同居が原則）
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義母の�増認定
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